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第1章 課題設定 
 

韓国では, 米の収入が農業総収入の中で占める割合が, 2005 年に 30%を切り, 下がり

つつあるが, 2011 年にも未だに農業総収入の 23.6%で, 単一品目ではもっとも高い比重

を有している. つまり, 韓国農業での米がもつ地位は依然として高く, したがって, 米
政策がもつ意味も大きいといえる. 

 

 

図 1-1 米の収入が農業総収入の中で占める割合(実質)  
   資料：韓国農林水産食品部(2012) 

 

韓国の米政策は, 1990 年代までは, 国内の需要に充当するための増産が一番重要な

課題であった . そのため , 米を市場価格より高い値段で買入する「秋穀買入制」を

1948 年から 2004 年まで続けててきた . これを通して食料を安定的に確保し , 生
産者の所得も保証しながら , 同時に一般の国民には低価で放出することによって, 
物価水準を管理してきたとされている . 

しかし , 1990 年代以降, 米の生産過剰の問題が発生するようになり, その生産過剰を

解消し, 同時に, 農業の国際交渉などにも対応するために, 米市場をより市場指向型に

転換させる必要があったため, 2005 年に「糧政改革」が実行されるようになった. 
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したがって, 2005 年の「糧政改革」において, もっとも重要視されたのが, 市場を通

しての需給の達成であった. そのために, 「秋穀買入制」を廃止し , 食料安保の一環と

して一定水準の政府の在庫米を備蓄する「公共備蓄制」が導入された. 

「秋穀買入制」の廃止に伴う生産者の所得減少を補填するために, 「米所得など補

填直払」が「公共備蓄制」と同時に導入された. この二つの政策が 2005 年の「糧政改革」

の柱である. 

「米所得など補填直払」政策は, 政府が一定の基準をもって, 米価の目標価格を定め,
収穫期の市場価格と, その目標価格の差額を補填するものである. 具体的には, 「固定

支払い」と「変動支払い」にわけられる. 差額の 85％が補填の限度で, 固定支払いを優

先的に支給し, 不足分を変動支払いとして支給する仕組みになっている. 

政府は, また米の過剰供給問題の解決策として, 二期に渡り(2003-2005, 2011-2013), 
「生産調整」政策を実施してきた. 

これらの米政策の効果については長い間, 議論されてきた. さらに, 2013 年の「米所

得など補填直払」の改正をめぐり, 政府側を始め, 生産者団体, 研究者などから注目を浴

びるようになりつつある. 
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1.1 関連先行研究 

 

Lee(2005)は,「米所得など補填直払」制度がもつデカップリング効果について, 高い

水準の目標価格と変動支払いの補填割合が, 生産を刺激する要因になると指摘した. 固
定支払いが生産量に及ぼす影響に関しては, Sakong(2007)が生産を刺激しないと述べ, 
Lim(2008)も, 固定支払いによる生産効果は小さいと指摘した. その一方, Park et al. 
(2010)では, 2009年に固定支払いにより, 作付面積が約 18,000ha増大されたと述べ, 固
定支払いも生産を刺激する可能性があることを指摘している. 

さらに, Lee(2007)は変動支払いの補填割合が高くなるにつれて社会厚生が損なわれ, 
固定支払いの水準が上がることによって生産者厚生が増大し, 財政負担が減少すると述

べた. 

生産調整に関しては以下のような先行研究がある. まず, Kim et al.(2006) が KREI- 
ASMO モデルを用い, 2003 年から 2005 年の間に実施された「休耕型生産調整」政策の

効率性を分析し, 生産調整に参加された農地の中, 47～68％が限界的農地であったこと

を明らかにした.  

その一方, Lee and Yang(2008)は, 政策変数の間のシミュレーションを通して, 「米所

得など補填直払」に加え, 生産調整政策が同時に行われた場合が, もっとも効率的であ

ると指摘した. Lee, Y. and D. Lee (2011)も「米所得など補填直払」制度が既に実施され

ている時に, 生産調整政策を導入すると, 総余剰が増加すると述べている. 

 

1.2 研究動機 

公共備蓄制は, 本来ならば, 市価で買い入れ, 同じ量を市価で放出するため, 市場に

影響を与えないように設計されている. だが, 実際の運営の面では, その原則が必ずし

も守られていない. 

図 1-2 は, 政府米の期末在庫率を表しているが, 2008 年までは備蓄の基準になる 17％
を境に, ある程度, 政府期末在庫率が管理されていたが, 2009 年になってからは, その

基準を大幅に上回っている. つまり, 政府が米価を管理するために, 市場から過剰に買

い入れたことを示す. 
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図 1-2 政府期末在庫率 
   資料：韓国農林畜産食品部の資料より筆者作成1 

   注：政府期末在庫率=政府期末在庫量/年間食糧消費量  

 

すなわち, 政府は「糧政改革」の基本方針として市場志向性2を高めることを掲げなが

ら,「公共備蓄制」を設けたが, 実際の運営の側面では, 市場への介入を続けたことがわ

かる. Park et al.(2010)も, 政府は公共備蓄米をはじめ, 政府の在庫米を使って, 米の需

給に介入をし続けていると指摘した. 

これらのことから, 米政策を正確に評価するためには, 既存の「米所得など補填直払

政策」と生産調整(水田所得基盤多様化を含む)のみならず, 公共備蓄米を含む政府米の純

買入を政策変数として分析すべきであると考えられる. 

もう一つは, 従来の余剰分析のみでは, 政府が本来「糧政改革」で強調した, 国際交渉

などにも対応できる市場志向性を , 正確に把握することが困難である . そのため , 
OECDの農業保護水準の指標であるPSE(Producer Support Estimate, 生産者支持推定

量)3を用いて分析を進める. PSE は, 生産者への支持を総合的に計測する指標であるが, 

                                                   
1 年間食糧消費量は, 韓国統計庁の「e-国家指標米需給の推移」で用い, 政府期末在庫量は, 韓国

農林畜産食品部のホームページの資料(以下のリンク)から用いた. 

http://www.mafra.go.kr/list.jsp?newsid=155441200&section_id=e_sec_1&listcnt=5&pageNo=

1&year=&group_id=3&menu_id=1123&link_menu_id=&division=B&board_kind=C&board_s

kin_id=C3&parent_code=3&link_url=&depth=1 (2014 年 1 月) 
2 ここでの「市場志向性」は, 市場メカニズムにより, 需給が決定される状況を表す. 
3 PSE は, 政策手段の性格·目的·農家生産及び所得に対する影響に関わらず, 農業支持政策によ

り発生する消費者及び租税負担者(政府)から農業生産者への移転額で, 庭先価格で測られた年間

の貨幣価値を意味する. 
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その度合いが大きくなるにつれて, 経済の効率性が損なわれると考えられるため, 反対

に市場志向性(Market Orientation)を表す指標として用いることができる.  

マーケティング分野では,「市場志向性」が「現在と未来の顧客ニーズに関わる市場情

報を生み出し，また組織内で市場情報を普及し，市場情報を反応すること」などとして

定義されている. しかし,「市場志向性」が経済政策の側面として用いられる場合, 先行

研究などでは以下のように利用されていることも確認できる. 

まず, Jordan(1994)は多くの国が市場志向的経済(market-oriented economy)に移行

していることを指摘し, その経済の特徴を「市場の需給機能によって運営されることで

ある」と述べた. 吉井(2000)も市場指向型農業政策の重要な側面として,「市場メカニズ

ムを重視した価格形成が行われる価格政策」を指摘している. OECD(2007)でも, 市場志

向的(market oriented)政策を「市場の機能をなるべく阻害しない政策」であると定義し

ている4. なお, OECD(2012)では, PSEの増減を用い, 農業政策がより市場志向的方向に

移行しているのかを議論している. 本稿は, OECD(2007,2012)の議論のように, 「市場の

機能をなるべく阻害しない政策」を市場志向的政策と位置づけ, PSE 指標を用いて, そ
の程度を測ることにした. 

 

1.3 課題設定 

 

上述の既存研究の限界などを踏まえ, 本研究の目的を次のように設定する. 

第一に, 米政策の評価の際,「米所得など補填直払」や「生産調整」以外にも, 政府米

の買入と放出による政府の市場介入の効果(政府純買入)まで考慮した適切な政策評価モ

デルを構築し, 2005 年から 2011 年までの韓国の米政策の効果を計測する. 

第二に, 2013 年に予定されている「米所得など補填直払」の改正に対して, 構築され

た政策評価モデルを用い, その影響の予測を行う. 

第三に, PSE 指標の信頼性に関わる問題として提議される「為替レートのミスアライ

メント」による計測のバイアスが, 韓国の場合には, 発生してないかを検証する. それに

よって, PSE を用いるのが妥当であるかを確認する. 

                                                   
4 原本では以下のように技術されている. 「policies which work best are those that address 

their objectives directly, and disrupt the functioning of markets as little as possible. Such 

policies are described as “market oriented”.」 
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第四に, 米政策の評価において, OECD の農業保護水準の指標である PSE(Producer 
Support Estimate)を用い, 市場志向性の観点からも評価を行う. 

 

1.4 本研究の構成 

 

本研究の構成は以下のようである. 第 2 章は, 供給, 需要, 自給率, PSE の側面から, 
韓国の米産業を取り巻く状況を把握する. 第 3 章は, PSE 指標の問題点として挙げられ

る「為替レートのミスアライメント」による計測のバイアスが, 韓国の場合には, 深刻

ではないかを検証する. 第 4 章は, 「米所得など補填直払」,「生産調整」および政府米

の買入と放出による政府の市場介入の効果(政府純買入)まで考慮した適切な政策評価モ

デルを構築し, 政策全体と個別の政策に対しての効果を計測する. 同時に, PSE の指標

をもって, 政策ごとの市場志向性を評価する. 第5章は, 第4章で構築した米政策モデル

に基づいて, 2013 年に予定されている「米所得など補填直払」の改正に対しての政策評

価を行う. 最後に, 第 6章では, 上記の分析結果を総括し, 本研究から示唆された政策的

合意について言及する. さらに, 今後の課題について言及する. 
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第2章 米産業を取り巻く状況 
 

2.1 米政策の流れ 

韓国政府が米産業において実施してきた重要な政策と現在, 改正が予定されている政

策を簡単な図で表したのが図 2-1 である.  

 

 

図 2-1 韓国の重要な米政策の流れ 
注：Park et al.(2010)の図 2-1 を参考して筆者作成. 

 

政府は, 1948年から 2004年にかけて国による買入制(秋穀買入制)を実施してきた. こ
の制度は, 食糧安保の確保, 生産者所得の保証, 一般国民の生活の安定を図るために, 
米を高価で買入れ, 低価格で売り渡す「二重価格」の体制で運営されてきた. 特に, 1990
年代までは, 常に国内の供給不足を防ぐために, 買入価格を高く設定することで増産を
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促す政策が実施されてきたと考えられる. 例えば, 政府の米の買入価格と買入量を表し

たものが表 2-1 である. 1990 年から 2001 年までは, 買入価格が引き続き上昇している.  
2001 年になってから 2004 年までは変化がなかったが, 1997 年以降, 米の自給率が

100%前後の水準で安定するようになり, 2000 年からは年末の在庫量が 100 万トン前後

で推移するなど, 供給が過剰の状態に転換したことが原因として考えられる.  

 

      表 2-1 政府による米の買入価格と買入量 
年度 買入価格 買入量/生産量 
1990         99,770  21.5  

1991       106,390  22.7  

1992         99,770  25.9  

1993       113,840  30.3  

1994       126,700  29.9  

1995       131,770  29.3  

1996       139,020  23.3  

1997       145,970  22.5  

1998       139,020  18.2  

1999       145,970  16.6  

2000       154,000  17.1  

2001       160,160  15.0  

2002       160,160  16.1  

2003       160,160  16.9  

2004       160,160  14.2  

資料：韓国農林水産食品部 b(2012) 

 

その代わり, 政府は, 2001 年からは「水田農業直接支払制」を新たに導入し, 2002 年

からは, 「所得補填直接支払制」をまた実施するなどとし, 生産者の所得の向上を図っ

た.  

まず「水田農業直接支払制」の場合には, 過去 3 年の間, 一年以上実際に生産に利用

された水田を対象に, その形状と機能の維持, 環境保全的な農業を行うことを前提とし

て支給される仕組みであった.  

支給単価は, 「農業振興地域」に対しては, 532,000 ウオン╱ha で, 非振興地域に対し

ては, 432,000 ウオン╱ha で, 農家当たりに 0.1～4.0ha が支給基準であった.5 制度の実

                                                   
5 2003 年までは 0.1～3.0ha 
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績について表 2-2 で整理した. 水田を有する生産者の中で 95%前後の農家が受給し, 受
給の対象になった面積が水田全体の面積の約 70~85%にのぼった.  

 

      表 2-2 「水田農業直接支払制」の実績 
  2001 2002 2003 2004 

対象農家数(a) 1,022,700 1,050,100 1,048,200 1,045,700 

支給面積(b) 816,000 852,100 910,300 948,300 

支給額(c) 190,970 398,328 454,779 471,830 

b/a 80.0  81.0  87.0  91.0  

c/b 23.4  46.7  50.0  49.8  

c/a 18.7  37.9  43.4  45.1  

受給面積割合 71.2  74.9  80.8  85.1  

受給農家数割合 94.8  97.4  97.2  97.0  

資料：農林水産省(2013) 

注：単位は, 面積が ha, 割合の場合は%である.  

 

「米所得補填直接支払制」の場合は, 当該年度に稲作として利用された水田の中で

0.1ha を対象にした制度である. 補填の基準価格を定め, この基準価格の 0.5%に相当す

る納付金を事前に納めた生産者を対象にして, 当該年度の収穫時平均価格と基準価格の

差の 80%を補填する制度である.  

基準価格は, 過去 5 年間の収穫時平均価格の中で最低と最高の値を除いた 3 年の平均

価格として決定される. だが, 実際の運営の面では, 2002 年は, 2001 年の収穫時平均価

格が基準価格され, 2003 年には, 2001 年と 2002 年の収穫時平均価格を基準価格とされ

た. 2004年度も2001年から2003年の間の収穫時平均価格を基準価格として用いられた. 
補填される金額は, 基準価格と市場価格の差額の 80%に相当する(Sakong, 2004).  

「米所得補填直接支払制」の 2002 年から 2003 年までの実績を表 2-3 でまとめた. 何
より, 加入率が両方とも 17%前後で, 農家の 95%以上が加入した「水田農業直接支払制」

と比較して非常に低いことがわかる. その理由は二つ考えられるが, まずは, この政策

が補償する内容自体, すなわち, 補填の割合あるいは「基準価格」の度合いなどが生産

者にとってメリットが十分ではなかった可能性がある. もう一つの理由としては, 事前

に納付金を納付しないといけない条件が多数の生産者にとっては, 負担になっていたと

も解釈できる.  
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           表 2-3 「水田農業直接支払制」の実績 

年次 加入農家  加入対象農家  加入率 申請面積 契約面積 

2002 171,329 1,040,085 16.5 196,398 161,463 

2003 167,901 966,173 17.4 194,747 159,863 

資料：Sakong(2004) 

 

「水田農業直接支払制」と「所得補填直接支払制」が導入されて間もなく, 韓国政府

は WTO 体制の下で, 従来の価格支持形の政策を, より市場志向的な直接支払い政策へ

転換するように強いられていた(板垣啓四郎ら, 2007).  

表 2-4 でわかるように , 2004 年の時点では , AMS(Aggregate Measurement of 
Support, 助成合計量)が, 韓国のAMSがその限度の約98%に達しており, その中で米が

占める割合が, また約94%であった. 米のみでもAMSの限度額の殆どを占めており, 従
来の買入れ制度と直接支払い制の再編が要求されていた.  

なお, 韓国は 2004 年の WTO 交渉で, 関税化猶予が延長される代わりに, ミニマム・

アクセス米の輸入量が, 毎年 2 万トンずつ増大されることになった. それに, その中の

主食用の米の割合が徐々に増加され, 2014 年には, 輸入量の全体の 30%を占める見込で

ある. それゆえ, 国産の米の競争力強化も求められる状況であった.  

 

             表 2-4 韓国に対する WTO の AMS6 

 
2000 2001 2002 2003 2004 

AMS 限度(a) 1,797.8 1,720.9 1,643.9 1,567.0 1,490.0 

現行 AMS(b) 1,690.9 1,631.4 1,550.4 1,471.7 1,458.4 

米の AMS(c) 1,647.2 1,582.9 1,504.1 1,425.5 1,370.8 

割合(b/c) 97.42 97.03 97.01 96.86 93.99 

割合(a/b) 94.05 94.80 94.31 93.92 97.88 

資料：WTO(2013) 

注：単位は 10 億ウォン 

 

                                                   
6 AMS は, Aggregate Measurement of Support の頭文字で, WTO 農業協定において削減対象と

なる国内支持の総量, すなわち「助成合計量」のことを意味する. 
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従って, 政府は, 米産業において大大的な改革を実施することになる. 2005 年のいわ

ゆる「糧政改革」がそれにあたる. まず, 1948 年から長い間, 実施されてきた買入れ制

度が, 「公共備蓄制」に変更された. 買い入れ制度の下では, 政府が最大の買い手で, 米
を高く買って, 安く売るなどして米価を管理してきたが, 新たな「公共備蓄制」のもと

では, 政府が, 食料安保のための米のみを管理し, それ以外は, 全て市場の需給に委ね

て, 米価が決まることになる. すなわち, 市場介入を最小化して「市場志向性」を高める

ことを目標としたものである.  

このように, 「糧政改革」は, 米の需給を全面的に市場メカニズムに委ねることを中

心とする改革であるが, その過程で, 市場価格の引き下げによる生産者の所得減少を一

部分補填し, 制度の変化による大きなショックや抵抗を低減させるために, 従来の直接

支払い制度が拡大および統合され,「米所得など補填直払」制度が導入された.  

このように, 市場介入の最小化による市場志向性の向上と「米所得など補填」制度に

よる所得補填の充実は, 糧政改革の二つの柱と言える.  

具体的に考察すると, 「公共備蓄制」は, 食料安保のため, 一定量の米を備蓄するが, 
その備蓄量は国内消費の約二ヶ月分にあたる86.4 万トンであった. 毎年その1/2を回転

備蓄の原則の下で運営する. つまり, 先入れ先出しの方式で入れ替えることになってい

る. WTO の補助条件を満たすように, 市価で買い入れ, 市価で放出することで市場に影

響を与えないように設計された. 3 年ごとに, 国内消費量の変動などをうけて, 備蓄量を

更新するのが原則で, 2008年からは, 消費量の減少に伴い, 備蓄量が 72万トンに縮小さ

れた.  

「米所得など補填直払」は従来の「水田農業直接支払制」と「所得補填直接支払制」

が「固定支払い」と「変動支払い」に拡大されて, なお, 統合された政策である.  

まず, 「米所得など補填直払」の内容は以下のようである. 同政策は, 目標価格と市場

価格の間の差額を補填する制度で, 差額の 85％を補填額として支給する. 「固定支払い」

と変動支払いに分けられ, 固定支払いを最初に支給し, もし足りなかった場合に, その

足りない分を「変動支払い」として支給する仕組みである. もし, 「固定支払い」が目

標価格と市場価格の間の差額より大きい場合でも, 「固定支払い」は全額が支給される.  

目標価格は, 2005 年から 2012 年は, 170,083 ウォン/80kg に固定し, その以降は 5 年

ごとに変更する. 変更の際には, 国会の同意を得る手続きが必要である. 2013 年に, 目
標価格を変更することが予定されていて, 政府は 4,000 ウォンを引き上げた 174,083 ウ

ォンにする案を国会に提出している状況である.  

もう少し具体的にみると, 「固定支払い」は, 1998 年から 2000 年まで水田農業に利

用された土地の中で, 米の生産とは関係なく, 農地の形状や機能の維持ができている水

田を対象にし, ヘクタール当たり 70万ウォンが支給される. 2013年からは, 80万ウォン
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に変更される見込である. 過去の「水田農業直接支払制」と類似しているが, 生産され

ているかを条件にしない点が特徴である.  

その一方, 「変動支払い」は, 現時点で米を生産していることが支給の前提となって

いる. なお, 農薬, 化学肥料の使用量が一定の基準を越えないことが条件になっている. 
この条件は, 「水田農業直接支払制」の受取条件と類似している.  

「米所得など補填直払」の「固定支払い」と「変動支払い」の実施された実績を表 2-5
と表 2-6 にまとめた. 「固定支払い」はともかく, 「変動支払い」に対する参加率も 80%
前後で高いことがわかる. 表 2-6 で「固定支払い」を受けた割合は, 2008 年に約 97%だ

ったのが, 2009 年には, 約 88%に低下している. これは, 不在地主が不正に受給したこ

とが2008年に頻繁に発覚されたのが原因であると考えられる. すなわち, 受給のための

資格に対する監視の体制などが, 現実的には, 完全に完備されてないことに他ならない.  

表 2-5 固定支払いおよび変動支払の実績 I (2005～2011 年) 

  固定支払い 変動支払い 合計 

  
農家数 面積 支払総額 農家数 面積 支払総額 総額 

(千戸) (千 ha) (億ウォン) (千戸) (千 ha) (億ウォン) (億ウォン) 

2005 1,033  1,007  6,038  984  940  9,007  15,045  

2006 1,050  1,024  7,168  100  951  4,371  11,539  

2007 1,077  1,018  7,120  1,016  932  2,791  9,912  

2008 1,097  1,013  7,118  1,025  920  0  7,118  

2009 866  893  6,328  815  809  5,945  12,330  

2010 838  883  6,223  781  789  7,506  13,729  

2011 812  875  6,174  740  754  0  6,174 

資料：韓国農林水産食品部 b(2012) 

 

表 2-6 固定支払いおよび変動支払の実績 II (2005～2011 年) 
  2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

固定支払い面積(千 ha)(1) 1,007  1,024  1,018  1,013  893  883  875  

変動支払い面積(千 ha)(2) 940  951  932  920  809  789  754  

水田面積(千 ha)(3) 1,105  1,084  1,070  1,046  1,010  984  960  

(1)/(3) 91.1 94.5 95.1 96.8 88.4 89.7 91.1 

(2)/(3) 85.1 87.7 87.1 88 80.1 80.2 78.5 

資料：韓国農林水産食品部 b(2012) 
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他にも, 米の過剰供給問題を解決するために, 政府は生産調整を 2003年から 2005年, 
また 2011 年から 2013 年までに実施した. 参加する農家には, ヘクタール当たり 300 万

ウォンが支給される. 第一期は休耕型として, 第二期は転作型として設けられ, 転作作

物は自由に選択できることになっている. ただし, 政府は, 粗飼料を転換作物として選

択した生産者には, 種子代などを支援し, 粗飼料の自給率の向上にも寄与するように誘

導している. 第二期は, 「水田所得基盤多様化」と名づけられ, より長い間, 実施する予

定だったが, 米の自給率が 2011 年に 83%, 2012 年にも 86%に激減し, 2013 年をもって, 
一旦廃止することになった.  

政府の意図としては, 「糧政改革」により, 米価が市場メカニズムによって決定され

るようになると, 需要が傾向的に減少しているため, 米価は次第に低下し, 米の関税化

の猶予が終了する 2014 年の時点では, 輸入米に対して競争力をもつようになることが

想定されたと考えられる. さらに, 米価が低下すると生産へのインセンティブも縮小す

るため, 米の過剰供給の問題も, 次第に改善されると見込まれる. それに, 生産調整も

加えて, 需要の傾向的な減少とミニマム・アクセス米の増加などから起因する供給過剰

の問題の解決にも取り組んでいると考えられる.  

その一方, 所得補填のために設けられた「米所得など補填直払」の中には, 生産が受

取の条件になっている「変動支払い」が導入され, 生産を刺激する効果を生み出してい

る. 「固定支払い」も生産を条件としない点では, 生産中立的な政策の側面があるが, 農
地の形状や機能の維持が受取の条件になっており, Park et al.(2010)は, 実際に, 固定支

払いも生産を刺激する効果がありうると指摘している.  

以上のことから, 政府は, 基本的には, 市場メカニズムによって米の需給が決定され

る仕組みを作りながらも, 米生産の激減を防ぎ, また, いざという時に, 米の生産が直

ちに回復できる構造を念頭においているかもしれない.  

しかし, 結果的には, 生産を刺激する政策と, 生産を抑制する政策が混雑し, 政策の

効率が損なわれている可能性が十分ありうることは否定できない.  
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2.2 供給側 

 

図 2-2 米の供給量 
資料：韓国統計庁「e-国家指標米受給の推移」 

 

米の供給は三つに分けて考察することができる. 国内生産, 前年度の繰越, 輸入がそ

の三つである. 図2-1をみると, 多少の増減はあるものの, 米の生産量は傾向的に減少し

ていることがわかる. 生産量に影響を与える要因は, 作況の程度(作況指数)と作付の面

積が挙げられる. 

1990年代以降, 米の収量は平均で 1.2%増大しているが, 作付面積の減少率は 1990年

代に 1.5%, 2000 年代に入ってからは, 1.6%程度で収量の増加率を上回り, 結果的に米の

生産量が減少する原因になっている. 
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図 2-3 収量と作付面積とその変化率 
資料: 韓国統計庁「e-国家指標米受給の推移」 

 

米の生産が傾向的に減少している中で, 米のミニマム・アクセス(Minimum Access, 
輸入義務)は, 確実に上昇している. 2004 年の WTO 交渉の結果, 2005 年から 2014 年に

かけて, 基準年度(1986~1988)の米の年間消費量の 4%~8%に相当する量がミニマム・ア

クセスとして, 輸入されるように決定された. 米の消費量の減少のため, 年間消費量に

占めるミニマム・アクセス米の割合は, 2011 年では 10.2%まで上がってきた. ミニマ

ム・アクセス米の内, 主食用に仕向けられる割合も高まってきている(表 2-1). 2005 年で

は 10%だったものの, 2014 年には, 30%を占める見込である. 

 

表 2-7 ミニマム・アクセス米の推移 

資料: 韓国農林水産食品部(2005) 

注: 単位は, 割合がパーセント(%)であり, その他はトン(ton)である. 
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割合 10 14 18 22 26 30 30 30 30 30 

加工 203,018 211,493 218,342 223,562 227,154 229,118 243,361 257,605 271,848 286,090 
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2.3  需要側 

 

図 2-4 米の需要量 
  資料：韓国統計庁「e-国家指標米受給の推移」 

 

需要は, 主食, 加工, 種子とその他に仕向けられる. 図 2-3をみると, 全体の需要量は, 
横ばいの状態であるが, 主食の消費は傾向的に減少し, 加工用仕向け量は増加傾向をみ

せている. しかし, 加工用仕向け量は 2011 年の 644,000 トン(全体の需要量の中 12.5%
に相当する)がピークで, 以降は伸び悩んでいる.  

主食用の消費は相対的に安定的だが, 加工用や, 北朝鮮に対する食料援助などは, 変
動が大きいため, 需要量は激しい変動が続いている.  
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図 2-5 一人当たり米消費量と変化率 
   資料：韓国統計庁(2013) 

   注：世帯で直接に, 調理される主食用の米を対象としているため, 加工用などは含まれない. 

 

一人当たり米の消費量は, 西洋の食文化への変貌, 外食の増加などによって急激に減

少し, 1998 年に 100kg 以下に転じた以来, 引き続き下落の傾向を示している.  

図 2-4 で示されているように, 2003 年に 83.2kg だったのが, 2012 年で 69.8kg まで下

落した. 一人当たり米消費量が急激に減っているものの, その減少率は 2003 年から

2012 年にかけて, －2.18%で, 近年になってからは, 2%水準で収束する傾向をみせてい

る.  
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2.4 自給率 

 

図 2-6 米の自給率 
   資料：韓国統計庁「e-国家指標米受給の推移」  

 

米の自給率は, 100%に近い水準を維持していたが, 2011年の自給率は 1981年(66.2%)
以来, 最低水準の 83.3%を記録した(図 2-6). その原因としては, 2011 年に, 「水田所得

基盤多様化」政策のような生産調整政策の実施や台風の影響による国内生産量の減少, 
それに加えて, 需要量が増加したことなどが指摘されている. 2012 年にも国内生産量は

回復しなかったが, 需要の減少により自給率は, 86.1%へ若干上昇した.  

自給できる基盤はもっているものの, 気候の変動によって, 長年続いてきた高い自給

率が急激に下落したことから, 気候の急な変動による危険性は無視できないため, それ

に備える準備は必要であると考えられる. 
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2.5 PSE 

 

図 2-7 米の PSCT 
   資料：OECD(2013) 

 

韓国の米の PSE, つまり米の PSCT(Producer Single Commodity Transfers, 生産者

単一商品移転)7は, 全体の期間の平均で MPS が 93%以上を占めている. PSCT は減少傾

向で, 2011 年の上昇は国内価格の急激な値上がりに起因している. 米の%PSCT8は, 農
業全体の数値と大体同じ動きを見せている. PSCT が減少の傾向で推移しているものの

依然として大きい水準であることは否定できない. 2005 年を境に減少しているが, 2005
年以降の改革が市場志向的方針であったのと関連があるとも考えられる. 

  

                                                   
7 PSE(Producer Support Estimate, 生産者支持推定量)は, 農産物全体を対象にしているのに対

し, PSCT は一つの品目に対する指標である.  

8 % *100 *100PSCT PSCTPSCT
GR VP PSCT MPS

 
 

, ただし, GR(Gross Receipts, 総生産者受取額), VP (Total 

value of production, 総生産額), MPS(Market Price Support, 市場価格支持) . 
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第３章 為替レートのミスアラインメン

トが PSE へ及ぼす影響 

 

 本章は, 下記の論文を元にして一部の内容を修正, また補完したものであるが, 学術雑誌

から使用承認が得られていないために, 全文公表ができない. 該当する内容は以下の雑誌

で出版されている. 

 金鍾仁(2012)「為替レートのミスアラインメントが PSE へ及ぼす影響:韓国事例を中心に」

『2012 年度日本農業経済学会論文集』, pp352-356 



 

 44 

第4章 韓 国の 米政 策の 効果 計測 , 
2005-2011 
 

4.1 はじめに 

 

韓国政府は1990年代以降, 米の供給の過剰問題を解消し, 農業の国際交渉などにも対

応するために, 2005 年に「糧政改革」を実施し, より市場指向的な方向へ転換を図った.  

したがって, 2005 年の「糧政改革」は, まず米の需給が市場によって調整されるよう

にするため, 当時までの「秋穀買入制」を廃止した. その代わりに, 食料安保の一環とし

て「公共備蓄制」を導入した.  

その過程で伴う生産者の所得損失を補填するために, 「糧政改革」のもう一つの柱で

ある「米所得など補填直払」政策を導入した. 上述した「公共備蓄制」と「米所得など

補填直払」政策を主な政策手段とする「糧政改革」は, 2005 年から近年まで続いており, 
韓国政府の米政策の中心といえる. 

「公共備蓄制」と「米所得など補填直払」以外に, もう一つ重要な政策は, 生産調整

政策の一つである「水田所得基盤多様化」である. 

「米所得など補填直払」および「水田所得基盤多様化」のような生産調整政策に関す

る定量的評価は, 数多く行われてきた. 

Lee(2005)は, 標準的な生産関数を仮定し, 利潤最大化の条件の下で, 直接支払制度が

持つデカップリングの効果を検証し, 同制度が特に高い水準の目標価格と変動支払いの

補填率のため, 生産を刺激する効果があると指摘した. Park et al. (2010) は, 韓国の固

定支払いにより, 2009 年の場合, 作付面積が約 18, 000ha 増大されたと述べた. 

一方, Sakong(2007)は, 韓国の固定支払いは, 生産とデカップリングされていると指

摘している. Lim(2008)も韓国の固定支払いによる生産効果は小さいと述べた.  

生産調整に関するものとしては, Kim et al.(2006) が KREI-ASMO モデルを用い, 
2003~2005年の休耕型生産調整制度の効率性を分析した結果, 生産調整に参加された農

地の中, 47～68％が限界的農地であったことを明らかにした.  

Lee and Yang(2008)は, 生産調整政策と「米所得など補填直払」政策が同時に行われ

た場合にもっとも効率的であったと指摘した. Lee, Y. and D. Lee (2011) も, 既に「米所



 

 45 

得など補填直払」制度が実施されている時の生産調整政策の導入が総余剰の増加につな

がると述べている. 

「米所得など補填直払」政策と生産調整政策に関しては多くの先行研究が発見される

が, 公共備蓄米を含む政府の直接的な市場への介入の評価に関するものは, ほとんどみ

られない. 

「公共備蓄制」は本来, 市場への影響を最小化するために設計されている. しかし, 政
府は近年でも米の需給に乖離が生じて米価が激しく変動する見込がある際には, 「公共

備蓄米」をはじめ, 政府の在庫米を使って, 米の需給に介入をし続けている. (Park et al., 
2010) 

そこで本章では, 従来の「米所得など補填直払」と「生産調整」といった重要な政策

変数をはじめ, 政府による米の純買入効果を考慮した部分均衡モデルを用い, 2005 年か

ら 2011 年までの「糧政改革」以降の米政策の定量的効果を余剰分析で評価することを

目的とする.  

従来の余剰分析を行う際に, それと同時に, OECD の農業保護水準の指標の PSCT 
(Producer Single Commodity Transfers, 生産者単一商品移転)18の指標を用いて, 同様

な分析を行う. それによって, 米政策が及ぼす影響を国内のみで評価するのではなく, 
市場志向性の観点からでも評価することができ, さらには, 政府が本来, 目標とした国

際交渉などへの対応の観点からでも, 米政策の評価ができるようになる. 

本章では価格弾力性の一定の仮定で分析を進めるが, 弾力性の値が結果に及ぼす影響

を把握するために, 感度分析(Sensitivity Analysis)も実行した.  

 

  

                                                   
18 PSE が農産物全体の合計で算出するのに対し, PSCT は一つの品目に対する PSE(Producer 

Support Estimate, 生産者支持推定量) を計算したものである.  
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4.2 分析モデル 

 

4.2.1 米政策の詳細 

 

前述のように, 重要な米政策として「公共備蓄制」, 「米所得など補填直払」, およ

び「生産調整19」政策が挙げられる.  

まず「公共備蓄制」は, WTO の補助条件を満たすように, 市価で買い入れ, 放出する

方針で設計された. 原則的に国内消費の約二ヶ月分の 86.4 万トンを備蓄し, 年間その

半分を買い入れ, 放出す. 備蓄量は 3年ごとに更新されるが, 消費量の減少に伴い, 2008
年からは 72 万トンに変更されている. 

「米所得など補填直払」政策は, 市場価格が目標価格よりも低い場合に限り, 目標価

格と収穫期に生産者が直面する市場価格の差額のうち 85%を上限に補填する制度であ

る. 補填制度は, 「固定支払い」と「変動支払い」の二段構成であり,「固定支払い」の

みでは所得補填が足りない場合には, 不足分は「変動支払い」として支給される. 

固定支払いは, 1998 年から 2000 年まで水田農業に利用された土地の中で, 米を生産

しなくても農地の形状や機能の維持ができているものを対象に, ヘクタール当たり 70
万ウォンが支給されてきた. 2013 年からは支給単価が 80 万ウォン/ha に変更された.20 

変動支払いは, 米を生産していることを前提に支給されるもので, 目標価格と収穫期

の市場価格間の差額のうち85％を固定支払いで補填しきれない場合に限り, その不足分

として支給される(図 4-1). 一方, 市場価格がある程度高く, 固定支払いのみで差額の

85%が補填可能な場合には, 変動支払いは支給されない(図 4-2). この場合には, 市場価

格と固定支払いの和が, 生産者の受取価格となる. 

 

                                                   
19 2003-2005年の間に実施された休耕型の「生産調整」や, 2011-2013年の間に実施された転作型

の「水田所得基盤多様化」を両方, 対象とする. 
20 米生産費の増加などを背景に,単位面積当たりの固定支払い単価が引き上げられる.基準となる

平均単収は増加するが, 80kg 当たりに換算した固定支払い単価は 11,475 ウォンから 12,698 ウォ

ンに上昇する. 
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図 4-1「米所得など補填直払」の概念図 I (変動支払い発生) 
 

 

図 4-2「米所得など補填直払」の概念図 II (変動支払いなし) 
 

目標価格は 2012 年までは 170,083 ウォン/80kg だったが, 2013 年からは 174,083 ウ

ォン/80kg に増額される. 

生産調整政策は, 二期(Ⅰ期：2003~2005 年, II 期：2011~2013 年)にわたり実施され

た. I期(2003～2005)は, 休耕型で2004年のWTO交渉に向け, 効率的な生産調整の一環

として導入された. 参加する農家に, 30 万ウォン/ha が支給される. II 期(2011~2013)は, 
転作型(水田所得基盤多様化)で, 米の過剰供給の問題を解決し, 同時に, 他の作物の自給

率を上げる目的を有する. 参加する生産者には, 同様に 30 万ウォン/ha が支給される. 
2011 年からモデル事業として導入され, 持続的に運用する試みだったが, 米の自給率が

急激に下がることを背景に, 2014 年からは中止される見込である. 
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4.2.2 分析モデル 

 

まず分析の過程として, 米においての需給モデルを設定し, 政策変数を廃止した場合,
市場価格をはじめとする各均衡点を導き, その値を用いて余剰の変化, PSCT の変化を

算出した. 

米の需給のモデルに関しては, Takahashi(2012)の部分均衡分析モデルを参考にし, 
韓国の米市場の特性を反映するように変形した. 同研究は, 需要と供給を価格弾力性一

定の仮定で分析している. その特徴は, 政策変数を「政府米の純買入量」, 「生産奨励金

の単価」, そして「生産調整率」の三つに分類し, 各政策別と政策全体の効果を評価し

ている点である. Takahashi(2012)のモデルの生産奨励金は, 韓国の文脈で, 固定支払い

と変動支払いを合わせた「米所得など補填直払」に相当する. 前述のように, 本来なら

ば「公共備蓄制」は, 市場への影響がないように設定されている. しかしながら, 実際の

運営の側面からみると, 政府が「公共備蓄米」を含めて政府の在庫米を利用して米市場

に介入していることが指摘されている(Park et al., 2010).  

このため, 米政策の評価においては, 政府米の純買入量を政策変数として取り入れた

モデルがより適切だと考えられる. したがって, 本章でも Takahashi(2012)のように, 
政府の政策変数を「政府純買入」,「米所得など補填直払」,「生産調整」に設定して政

策の影響を分析する. 具体的には, 米の需給モデルは次のように設定される. 
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需要関数： d dQ A P   
(4-1) 

供給関数： ˆ(1 ) ( )es sQ B P       
(4-2) 

合理的期待形成： ˆ ˆ( )e
s sP E P  

(4-3) 

消費者価格： d mP P m   
(4-4) 

生産者受取価格： 

( )  if  ( ) g 0 ˆ
 +g                if  ( ) g 0

t m m t m f
s

m f t m f

P P P P P
P

P P P

 



               
 

(4-5) 

変動支払い：  

( ) g ( ) g

( ) g

 if  0 
         0              if  0

t m f t f

v
t f

m

m

P P P P
g

P P

 



     


  

  
   

 

(4-6) 

市場均衡条件： d sQ G Q   (4-7) 

 

 ただし, Q ：消費量, Q : 生産量, A,B：需要・供給のシフトパラメーター, θ：生産調

整率, P ：生産者受取価格, P e ：生産者受取価格の期待値, P ：消費者価格, P ：市場価

格, m：流通経費, g ：固定支払い, g ：変動支払い, ϕ：補填割合, P ：目標価格, G：政

府純買入量, α：需要の価格弾力性, β：供給の価格弾力性.  
 

(4-2)式のように, 生産者は当該年度の価格を予測して生産量を決定する. 実際には予

測値と実際の受取価格が一致することは稀ではあるが, ここでは長期的な状況を想定し, 
Muth(1961)の合理的期待形成仮説を組み込んだ. なお, 生産者受取価格は(4-5)式のよ

うに, 市場価格の水準によって, 変動支払いが発生する場合と発生しない場合の二つに

分けられる. 

 (4-1)式から(4.6)式を(4.7)式に代入すると, 市場価格に対する方程式が得られる. 政
策変更などを与えた時, 近似計算によって新しい市場価格をもとめることができ, それ

に基づいて生産量, 消費量などを算出し, その値をもって各余剰や PSCT を計算する.  

パラメーターA と B は, 観測値された価格を(4-1)式と(4-2)式に代入し導いた. この分

析では, データ入手の制約のため「政府米の保管の経費」に関しては考慮されていない. 
なお, このモデルでは, 変動支払いを受給するための条件に関しては, 考慮されていな

い. 
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 もう一つの指標の PSCT の定義と本章での計測は, 次の式のようになる. 

i i iPSCT MPS BOT   (4-8) 

( )i m sMPS P BP Q    21, 22 (4-9) 

i v sBOT g Q   (4-10) 

 

ただし, 添え字「i」は individual commodity の略字で個別の品目に該当することを

意味する. MPS: Market Price Support(市場価格支持), BOT: Budgetary and Other 
Transfers to producers from policies(政府の財政支払い), P ：市場価格, BP: Border 
Price(国境価格) , Q ：生産量,  g ：変動支払い. 

 

韓国の米において, BOT は 1986 年以来, 2005 年から実施された変動支払いのみが報

告されているため, ここでも BOT 額は変動支払いのみを対象にした.  

  

                                                   
21 シミュレーション実行前のPSCTと Border Priceに関するデータはhttp://www.oecd.org/tad/ 

agricultural-policies /KOR dataPSE2012.xlsx (2013 年 3 月参照)から用いた. 
22 MPS の本来の定義には, LV(Price Levies:価格課税), EFC(Excess Feed Cost:超過飼料費用の

ことで家畜用飼料に限る計測) が含まれるが, 韓国の場合には, 該当しないので, 式から省略さ

れた. 
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4.2.3 データおよびシナリオ 

 

分析のために利用したデータを表 4-1 にまとめた. 価格弾力性においては, 先行研究

の中で, Kim and An(2006)が供給の価格弾力性を 0.2 とし, Roh and Lim(2005)では 0.3
と仮定し, 同論文で需要の価格弾力性を-0.2~-0.35 としている. ここでは最近の Lee, Y. 
and D. Lee (2011)の研究での値を用いた. 

 

表 4-1 データセット (2005-2011) 

 

 このデータセットを用い, 主な政策手段である「生産調整」,「米所得など補填直払」, 
「政府純買入」の総合効果および個別効果を推定する. シミュレーションを行う際には, 
シナリオに応じて政策変数を変更し, その際の市場価格・消費者価格・生産量・消費量

を算出する. 得られた新たな均衡点での経済余剰と PSCT を政策変数を変更する前の値

と比較することで, その政策変数の変更による効果を評価した. 

そのシミュレーションを行う前に, 各政策手段が変動した場合に, 新しい市場価格へ

どういった効果を及ぼすかを, 比較静学を通して予測する. 

 

生産 

調整率 

変動 

支払い 

固定 

支払い 

政府 

純買入 
Qs Qd Pd Pm 流通経費 

2005 2.4 14,072 9,836 417 5,000 4,583 187,237 140,028 47,209 

2006 0 7,538 11,475 184 4,768 4,584 176,712 147,715 28,997 

2007 0 4,907 11,475 105 4,680 4,575 177,295 150,810 26,485 

2008 0 0 11,475 83 4,408 4,325 187,246 162,307 24,939 

2009 0 12,090 11,536 12 4,843 4,831 174,948 142,360 32,588 

2010 0 15,599 11,486 351 4,916 4,565 164,753 138,231 26,522 

2011 1.2 0 11,475 -385 4,295 4,680 183,154 166,308 16,846 

単位 % ウォン/80kg 000ton ウォン/80kg 

注 1)「流通経費」以外のデータは「韓国農林畜産食品部」の統計年報から得られた. ただし, 「流通経費」のデ

ータは「韓国農水産食品流通公社」の「農産物流通情報(www.kamis.co.kr)」から獲得した. 

注 2）「政府純買入」は, 各年度の「買入」から「放出」を差し引いて計算した. 韓国政府は, 2006 年からミニ

マム・アクセス米(Minimum Access, 輸入義務)も国内の米市場に放出しているため, ミニマム・アクセス米に

よる効果も同時に入っている. また, 国産米とミニマム・アクセス米の間には, 質的な差がないと前提して分析

を進めた. 
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4.2.4 変動支払いが支給される場合の仮説 

 

「変動支払い」は, (4-6)式でもわかるように, 市場価格の度合いによって支給される場

合と支給されない場合がありうる. それぞれの場合に対して予測を行った. 

まず, 「変動支払い」が支給される場合23を仮定し, 前述した米の需給モデルでの「市

場均衡条件」(Q G Qd s  )を政策変数に対して, より具体的に書き換えると, 以下の(4-11)の
ようになる. また全微分して整理すると(4-12)式が得られる. 市場価格への影響を分析

するために, 整理したものが(4-13)式になる. 単純化するために, 流通経費は省略した. 

 ( ) (1 ) ( )d m s m t mQ P G Q P P P         
(4-11) 

 ' (1 ) '( ) (1 ) ' (1 )d m s s t m s t mQ dP dG Q d Q P P d Q dP dP                    
(4-12) 

(1 ) '( ) (1 ) '
' (1 ) (1 ) '

s s t m s t
m

d s

dG Q d Q P P d Q dPdP
Q Q

    
 

          


    
 (4-13) 

 

ここで, 個別の政策変数の「生産調整」,「米所得など補填直払」に関連する「補填割

合」と「目標価格」, また「政府純買入」に対してもそれぞれ, 偏微分すると以下の四

つの式が得られる. 

 

 

 

 

 

                                                   

23 ただし, (g / ) mP Pt f    の条件が満たされた場合である. 
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0
' (1 ) (1 ) '

m s

d s

P Q
Q Q  

 
 

     
 (4-14) 

(1 ) '( ) 0
' (1 ) (1 ) '

m s t m

d s

P Q P P
Q Q


  

   
 

     
, t sP P が前提.  (4-15) 

(1 ) ' 0
' (1 ) (1 ) '

m s

t d s

P Q
P Q Q

 
 

   
 

     
 (4-16) 

1 0
' (1 ) (1 ) '

m

d s

P
G Q Q 

 
 

     
 (4-17) 

 

通常の需要曲線と供給曲線( ' 0,  ' 0Q Qd s  )を仮定すると, 四つの式の符号を決めるこ

とができるため, 政策ごとに市場価格に与える影響を予測できる.  

結果をみると,「生産調整」と正の「政府純買入」は市場価格を上昇させると考えられ

る. その一方,「米所得など補填直払」に関連する「補填割合(휙)」と「目標価格(푃 )」は

市場価格の下落をもたらすと予測される. 
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4.2.5 変動支払いが支給されない場合の仮説 

 

市場価格が高く形成され, 変動支払いが支給されなくなる場合24にも前述と同様な過

程を通して個別の政策変数がもたらす影響を予測することができる. 

 

 ( ) (1 )d m s m fQ P G Q P g      
(4-18) 

' (1 ) ' (1 ) 'd m s s m s fQ dP dG Qd Q dP Q dg            (4-19) 

(1 ) '
' (1 ) '

s s f
m

d s

dG Q d Q dg
dP

Q Q
 


     


  

 
(4-20) 

 

変動支払いが支給されなくなると, それに関わる政策変数の「目標価格」と変動支払

いの「補填割合」が消去されるため, 影響を与える政策変数は, 「生産調整率」と「固

定支払い」および「政府純買入」が残る. 市場価格に及ぼす影響の方向を調べるため, 

(4-20)式を各政策変数に対して偏微分して導く. 

0
' (1 ) '

m s

d s

P Q
Q Q 

 
 

   
 (4-21) 

(1 ) ' 0
' (1 ) '

m s

f d s

P Q
g Q Q




  
 

   
 (4-22) 

1 0
' (1 ) '

m

d s

P
G Q Q
 

 
   

 (4-23) 

                                                   
24 (g / )P Pt f m  の条件を満たす場合である.  



 

 55 

通常の需要曲線と供給曲線（ ' 0, ' 0Q Qd s  ）を想定すると, 「生産調整」と「政府純買入」

は, 変動支払いが支給される場合の考察と同様に, 市場価格を上昇させる効果があると

考えられる.「固定支払い」は, 市場価格を下落させる効果があると予測される. 

 

4.2.6 余剰分析 

 

生産者余剰の変化には, 生産者受取価格(푃 )の変化分と, それと同時に生産調整に参

加した生産者が受領する補助金を反映する必要がある. その一方, その補助金は政府側

にとっては政府支出の項目として計算される. 

 

ˆ ˆ '

0 0

( ) '( )
s sP P

s s APS Q p dp Q p dp R      (4-24) 

'

( )
m

m

P

d
P

CS Q p dp      
(4-25) 

f vg g A mE R R R p G       (4-26) 

TS PS CS E      (4-27) 

 

ただし, PS , CS , E , TS は, それぞれ生産者余剰・消費者余剰・政府支出・

総余剰の変化を意味する. RAは生産調整に参加した場合の助成, Rg f
 および Rgv

 は固

定支払いと変動支払いによる政府支出の変化分を表す.  
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4.3 分析結果 

 

図 4-3 政策無しの場合の市場価格 
    資料：筆者作成 

 

図 4-3 は, 政策がある場合の市場価格と, 政策が全て廃止された場合の市場価格を比

較したものである. 政策が実施されていない場合の市場価格と政策が実施されている現

実の観測値を比較すると, 最大の相違点は, 価格変動の幅である. 政策が実施されてい

ない場合がより激しい変動を示している. つまり, 政府の政策は, 価格変動をより緩和

させる方向に働いていることがわかる. なお, 全般的に, 政策によって市場価格が高く

形成されていることが示されている. 一方, 2011 年には政策によって米価が引き下げら

れている. それは, 2011年に, 前年度に対して米価が急騰したため25, 政府が米市場に介

入し, 米価を低下させたと考えられる. 

  

                                                   
25 市場価格が前年度の 2010 年の 138,231/80kg から 166,308/80kg に 20.3%上昇した. 
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年度ごとにシミュレーションを行った結果を表 4-2 にまとめた.  

変動支払いが支給される場合の比較静学を通した仮説では, 「米所得など補填直払」

に関連する「補填割合(휃)」と「目標価格(푃 )」は, 市場価格の下落をもたらすと予測さ

れる. 変動支払いが支給されない場合でも,「固定支払い」は市場価格を下落させる効果

があると予測される. したがって, 全てのケースにおいて,「米所得など補填直払」の廃

止によっては反対に, 市場価格が上昇することが見込まれる. 分析結果でも, 全てのケ

ースで予想通りに「米所得など補填直払」の廃止によって市場価格が上昇している. 予
想通りに市場価格が上昇したが, 生産者余剰は減少している. その原因としては, 「米

所得など補填直払」の廃止によって市場価格が上昇しても「米所得など補填直払」によ

る補助金が支給されないため, 生産者受取価格が変更前と比較して低下している点が挙

げられる. 

また「生産調整」の場合は, 変動支払いが支給される場合と支給されない場合, 両方

において, 市場価格を上昇させると予測されているため,「生産調整」の廃止によっては,
市場価格が下落することが見込まれる. シミュレーションの結果でも「生産調整」を実

施していた 2005 年と 2011 年ともに, 市場価格が下落している. 市場価格の下落によっ

て生産者余剰も減少されている. 

「政府純買入」の場合も, 変動支払いが支給される場合と支給されない場合, 両方に

おいて, 正の「政府純買入」の場合, 市場価格を上昇させると予測されている. そのため,
「政府純買入」の廃止によっては, 市場価格が低下すると予測される. シミュレーショ

ンの結果でも, 正の「政府純買入」の場合には, 全て市場価格が下落している. 反対に, 
負の「政府純買入」の場合, つまり政府が放出を行っていた場合には, その放出の廃止

によって, 市場価格が上昇していることがわかる. 
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表 4-2 米政策が経済厚生に与える影響 (2005-2011) 
    Qs’ Qd’ Pd’ Pm’ Ps’ PS 変化 CS 変化 政府支出変化 TS 変化 PSCT 変化 

2005 年 

変更前 5,000 4,583 187,237 140,028 165,574   
生産調整廃止 5,109  4,692  173,094  125,885  163,453 -203 898 655 40 14 

政府純買入廃止 4,960  4,960  143,858  96,648  159,068 -405 2,858 1,534 919 -469 

米所得など補填直払廃止 4,915  4,498  199,238  152,029  152,029 -840 -741 -1,528 -53 -342 
全ての政策廃止 4,773  4,773  163,515  116,306  116,306 -3,058 1,524 -2,390 856 -2,666 

2006 年 

変更前 4,768 4,584 176,712 147,715 166,727  

生産調整廃止 4,768  4,584  176,712  147,715  166,728 0 0 0 0 467  
政府純買入廃止 4,751  4,751  156,860  127,863  163,750 -177 1,226 648 401 -211 

米所得など補填直払廃止 4,705  4,521  185,029  156,032  156,032 -633 -499 -1,103 -30 -37 
全ての政策廃止 4,623  4,623  171,826  142,829  142,829 -1,404 297 -1,461 354 -915 

2007 年 

変更前 4,680 4,575 177,295 150,810 167,192  

生産調整廃止 4,680  4,575  177,295  150,810  167,192 0 0 0 0 450  
政府純買入廃止 4,670  4,670  165,545  139,060  165,430 -103 714 411 200 -89 

米所得など補填直払廃止 4,627  4,522  184,364  157,878  157,878 -542 -421 -994 31 40 
全ての政策廃止 4,580  4,580  176,612  150,127  150,127 -988 41 -1,202 254 -467 

2008 年 

変更前 4,408 4,325 187,246 162,307 173,782  

生産調整廃止 4,408  4,325  187,246  162,307  173,782 0 0 0 0 4,144  
政府純買入廃止 4,377  4,377  179,892  154,953  167,814 -328 418 -220 310 -359 

米所得など補填直払廃止 4,374  4,291  192,186  167,248  167,248 -359 -278 -706 70 239 
全ての政策廃止 4,338  4,338  185,370  160,431  160,431 -730 106 -880 256 -165 
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    Qs’ Qd’ Pd’ Pm’ Ps’ PS 変化 CS 変化 政府支出変化 TS 変化 PSCT 変化 

2009 年 

変更前 4,843 4,831 174,948 142,360 165,924   

生産調整廃止 4,843  4,831  174,948  142,360  165,925 0 0 0 0 532  

政府純買入廃止 4,842  4,842  173,644  141,056  165,729 -12 84 40 32 -19 

米所得など補填直払廃止 4,762  4,750  185,093  152,505  152,505 -806 -645 -1,302 -149 -133 

全ての政策廃止 4,757  4,757  184,235  151,646  151,646 -857 -591 -1,325 -123 -189 

2010 年 

変更前 4,916 4,565 164,753 138,231 165,305  

生産調整廃止 4,916  4,565  164,753  138,231  165,305 0 0 0 0 184  

政府純買入廃止 4,886  4,886  131,371  104,850  160,298 -307 2,089 1,134 649 -317 

米所得など補填直払廃止 4,822  4,471  176,599  150,077  150,077 -927 -704 -1,629 -2 -325 

全ての政策廃止 4,663  4,663  153,472  126,951  126,951 -2,302 687 -2,287 672 -1,816 

2011 年 

変更前 4,295 4,680 183,154 166,308 177,783  

生産調整廃止 4,326  4,711  179,145  162,300  173,775 -245 242 -11 8 -179 
政府純買入廃止 4,448  4,448  217,052  200,206  211,681 1,855 -1,984 800 -930 2,067 

米所得など補填直払廃止 4,261  4,646  187,677  170,831  170,831 -372 -271 -641 -2 200 
全ての政策廃止 4,449  4,449  216,781  199,935  199,935 1,174 -1,968 151 -945 2,055 

資料：筆者作成 

注1) 生産・消費量の単位は 1,000ton, 価格は 80kg 当たりである. 

注2) Q ’, Q ’, P ’, P ’, P ’ は, それぞれのシナリオの下での新しい生産量・消費量・消費者価格・市場価格・生産者受取価格のことを意味し, PS(Producer Surplus, 生産

者余剰), CS(Consumer Surplus, 消費者余剰), TS(Total Surplus, 総余剰), PSCT(Producer Single Commodity Transfers, 生産者単一商品移転)を指す. 

注 3) 余剰変化と PSCT の単位は, 10 億ウォンである.
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表 4-3 米政策が経済厚生に与える影響 (2005-2011 総括) 

 
PS 変化 CS 変化 政府支出変化 TS 変化 PSCT 変化 

生産調整廃止 -224 570 322 24 -83 

政府純買入廃止 75 772 621 226 86 

「米所得など補填直払」廃止 -640 -508 -1,129 -19 -51 

全ての政策廃止 -1,166 14 -1,342 189 -595 

資料：筆者作成 

注：分析期間は, 2005 年から 2011 年までで, 変化はその 7 年の平均値を, 10 億ウォン単位で表し

たものである. 

 

2005 年から 2011 年の間のシミュレーション結果を合わせて纏めたものが表 4-3 であ

る. 全ての政策の廃止に伴う総余剰への効果は, 約 1,890 億ウォンの増大である. 生産

者余剰は約 1 兆 1,660 億ウォン減少するのに対し, 消費者余剰は約 140 億ウォン増大す

る. また, PSCT は, 約 5,950 億ウォン減少する. この結果に基づいて全ての政策の効果

を考察すると, 生産者余剰が政府支出によって補填されているものの, 政策による市場

価格の引き上げが市場志向性を損なう影響を及ぼしていることがわかる. 

「生産調整の廃止」によっては, 生産が増加されるため市場価格が下落し, 生産者余

剰は約 2,240 億ウォン減少するものの, 消費者余剰は,反対に市場価格の下落に伴って, 
約5,700億ウォン増大する.生産調整を廃止することで生産調整のための財政支出は減少

するが, 市場価格の下落によって「米所得など補填直払」が発生するため, 政府支出は

総合的に, 約 3,220 億ウォン増加する. 市場価格が下落するため, PSCT は約 830 億ウォ

ン減少する. 

Lee and Yang(2008)と Lee, Y. and D. Lee (2011)では, 生産調整によって消費者余剰

が生産者へ移転されると指摘されているが, 本章のシミュレーションの結果でも, 同様

な結果が得られたため, 整合性を保っていることが確認された. 

「政府純買入の廃止」の効果については, 変更前に, 正の「政府純買入」が行われて

いた場合, それを廃止することによって市場価格が下落し, 生産者余剰も減少すると考

えられる.変更前に, 負の「政府純買入」が行われてた場合, つまり, 放出が行われてい

た場合には, 反対に市場価格が上昇し, 生産者余剰も増大すると考えられる. シミュレ

ーションの結果では, 「政府純買入の廃止」によって, 生産者余剰が約 750 億ウォン増

加し, 消費者余剰も約 7,720 億ウォン増加する. 生産者余剰が増大するのは, 放出を廃

止する効果が買入を廃止する効果より大きかったことを表す. 放出による効果が大きい
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ため, 市場価格の上昇につながり, それが PSCT を 860 億ウォン増大することになって

いる. 

さらには, 正の「政府純買入」の廃止によって市場価格が下落した場合に,「米所得な

ど補填直払」が支給されて市場価格の下落に伴う生産者への影響が緩和されると考えら

れる. 同様に, 正の「政府純買入」の廃止によって政府支出が減少する効果がある一方,
市場価格が下落した際に「米所得など補填直払」が支給されるため, 最終的に政府支出

は約 6,210 億ウォン増大される.  

「政府純買入の廃止」が総余剰に及ぼす影響は, 約 2,260 億ウォンの増大であり, 政
府の買入れと放出をとおした介入は, 総合的に, 社会の総余剰を減少する方向に働いて

いると考えられる.  

「米所得など補填直払」の廃止によっては, 市場価格が上昇することが予測される一

方, 「米所得など補填直払」による補助金が支給されないため, 生産者受取価格が変更

前と比較して下落し, 生産者余剰が減少することを前述した.分析結果でも, 「米所得な

ど補填直払」の廃止によって生産者余剰が約 6,400 億ウォン減少し, 消費者余剰も市場

価格の上昇によって約 5,080 億ウォン減少する. その代わり, 「米所得など補填直払」

の廃止によって政府支出が大いに減少されるため, 総余剰への影響は約 190 億ウォンの

減少に止まった. 

「米所得など補填直払」の廃止による PSCT の変化は約 510 億ウォン減少になる.  
「米所得など補填直払」の廃止によって市場価格が上昇するが,「米所得など補填直払」

による補助金が支給されなくなるため, 生産者受取価格が変更前より下落し, 生産量が

減少する. したがって, 市場価格の上昇にもかかわらず, PSCT が減少すると考えられ

る. 

 弾力性の値の変化による影響は, 表 4-4 から表 4-10 まで纏められている. 2005 年に,
生産調整の廃止, 2006 年の「米所得など補填直払」の廃止, 2009 年の全ての政策廃止, 
2010 年の PSCT「米所得など補填直払」の廃止などで PSCT の変化分に符号が逆転す

ることがあったものの, その度合いも小さいなど, 限定的な影響しかなかったと考えら

れる. 
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表 4-4 弾力性の変化による感度分析 (2005 年)                              

2005 年 D:-0.3 

S:0.2 

D:-0.3 

S:0.3 

D:-0.35 

S:0.2 

D:-0.35 

S:0.3 

D:-0.2 

S:0.2 

D:-0.2 

S:0.3 

生産調整廃止             

PS 変化 -203 -196 -186 -181 -256 -244 
CS 変化 898 853 797 762 1,224 1,141 

政府支出変化 655 619 569 541 932 863 
TS 変化 40 38 42 40 36 34 

PSCT 変化 14 13 34 32 -49 -46 
政府純買入廃止             

PS 変化 -405 -388 -357 -344 -552 -523 
CS 変化 2,858 2,740 2,560 2,465 3,782 3,579 

政府支出変化 1,534 1,432 1,269 1,188 2,352 2,173 
TS 変化 919 919 933 933 878 882 

PSCT 変化 -469 -475 -414 -422 -639 -640 
米所得など補填直払廃止             

PS 変化 -840 -679 -899 -739 -682 -530 
CS 変化 -741 -897 -690 -848 -876 -1,020 

政府支出変化 -1,528 -1,514 -1,533 -1,519 -1,514 -1,502 
TS 変化 -53 -62 -57 -68 -43 -49 

PSCT 変化 -342 -209 -410 -281 -162 -28 
全ての政策廃止             

PS 変化 -3,058 -2,539 -2,954 -2,482 -3,323 -2,677 
CS 変化 1,524 984 1,434 937 1,753 1,099 

政府支出変化 -2,390 -2,390 -2,390 -2,390 -2,390 -2,390 
TS 変化 856 836 870 845 820 813 

PSCT 変化 -2,666 -2,245 -2,548 -2,176 -2,968 -2,412 
資料：筆者作成 

      
注：単位は 10 億ウォンで, 「D」,「S」はそれぞれ需要と供給に対する価格弾力性である. 
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表 4-5 弾力性の変化による感度分析(2006 年) 

2006 年 
D:-0.3 

S:0.2 

D:-0.3 

S:0.3 

D:-0.35 

S:0.2 

D:-0.35 

S:0.3 

D:-0.2 

S:0.2 

D:-0.2 

S:0.3 

生産調整廃止             

PS 変化 0 0 0 0 0 0 
CS 変化 0 0 0 0 0 0 

政府支出変化 0 0 0 0 0 0 
TS 変化 0 0 0 0 0 0 

PSCT 変化 0 0 0 0 0 0 
政府純買入廃止             

PS 変化 -177 -170 -155 -149 -248 -234 
CS 変化 1,226 1,174 1,083 1,042 1,687 1,590 

政府支出変化 648 604 525 490 1,043 960 
TS 変化 401 401 403 403 395 396 

PSCT 変化 -211 -213 -184 -187 -295 -294 
米所得など補填直払廃止             

PS 変化 -633 -519 -675 -562 -521 -410 
CS 変化 -499 -612 -460 -573 -604 -712 

政府支出変化 -1,103 -1,098 -1,104 -1,100 -1,098 -1,094 
TS 変化 -30 -33 -31 -36 -26 -28 

PSCT 変化 -37 56 -85 4 92 189 
全ての政策廃止             

PS 変化 -1,404 -1,160 -1,380 -1,157 -1,467 -1,169 
CS 変化 297 49 275 46 356 57 

政府支出変化 -1,461 -1,461 -1,461 -1,461 -1,461 -1,461 
TS 変化 354 350 356 350 351 350 

PSCT 変化 -915 -722 -888 -718 -987 -732 
資料：筆者作成 

      
注：単位は 10 億ウォンで, 「D」,「S」はそれぞれ需要と供給に対する価格弾力性である. 
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表 4-6 弾力性の変化による感度分析(2007 年) 

2007 年 
D:-0.3 

S:0.2 

D:-0.3 

S:0.3 

D:-0.35 

S:0.2 

D:-0.35 

S:0.3 

D:-0.2 

S:0.2 

D:-0.2 

S:0.3 

生産調整廃止             

PS 変化 0 0 0 0 0 0 
CS 変化 0 0 0 0 0 0 

政府支出変化 0 0 0 0 0 0 
TS 変化 0 0 0 0 0 0 

PSCT 変化 0 0 0 0 0 0 
政府純買入廃止             

PS 変化 -103 -98 -90 -86 -146 -137 
CS 変化 714 683 628 604 993 933 

政府支出変化 411 383 333 311 662 608 
TS 変化 200 202 205 206 186 188 

PSCT 変化 -89 -91 -77 -80 -125 -127 
米所得など補填直払廃止             

PS 変化 -542 -445 -577 -482 -446 -352 
CS 変化 -421 -519 -388 -485 -512 -606 

政府支出変化 -994 -992 -995 -993 -992 -990 
TS 変化 31 28 30 26 34 32 

PSCT 変化 40 119 0 75 149 231 
全ての政策廃止             

PS 変化 -988 -816 -985 -825 -997 -792 
CS 変化 41 -135 38 -126 50 -157 

政府支出変化 -1,202 -1,202 -1,202 -1,202 -1,202 -1,202 
TS 変化 254 251 255 250 254 252 

PSCT 変化 -467 -329 -464 -340 -478 -300 
資料：筆者作成 

      
注：単位は 10 億ウォンで, 「D」,「S」はそれぞれ需要と供給に対する価格弾力性である. 
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表 4-7 弾力性の変化による感度分析(2008 年) 

2008 年 
D:-0.3 

S:0.2 

D:-0.3 

S:0.3 

D:-0.35 

S:0.2 

D:-0.35 

S:0.3 

D:-0.2 

S:0.2 

D:-0.2 

S:0.3 

生産調整廃止             

PS 変化 0 0 0 0 0 0 
CS 変化 0 0 0 0 0 0 

政府支出変化 0 0 0 0 0 0 
TS 変化 0 0 0 0 0 0 

PSCT 変化 0 0 0 0 0 0 
政府純買入廃止             

PS 変化 -328 -312 -320 -307 -353 -330 
CS 変化 418 314 367 277 584 432 

政府支出変化 -220 -301 -261 -330 -86 -206 
TS 変化 310 302 308 301 317 307 

PSCT 変化 -359 -350 -348 -342 -395 -376 
米所得など補填直払廃止             

PS 変化 -359 -295 -382 -319 -295 -233 
CS 変化 -278 -342 -255 -320 -338 -400 

政府支出変化 -706 -705 -707 -706 -705 -704 
TS 変化 70 68 70 67 72 71 

PSCT 変化 239 295 214 268 309 365 
全ての政策廃止             

PS 変化 -730 -603 -721 -604 -753 -598 
CS 変化 106 -24 98 -23 129 -28 

政府支出変化 -880 -880 -880 -880 -880 -880 
TS 変化 256 253 256 253 255 253 

PSCT 変化 -165 -55 -156 -57 -191 -50 
資料：筆者作成 

      
注：単位は 10 億ウォンで, 「D」,「S」はそれぞれ需要と供給に対する価格弾力性である. 
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表 4-8 弾力性の変化による感度分析(2009 年) 

2009 年 
D:-0.3 

S:0.2 

D:-0.3 

S:0.3 

D:-0.35 

S:0.2 

D:-0.35 

S:0.3 

D:-0.2 

S:0.2 

D:-0.2 

S:0.3 

生産調整廃止             

PS 変化 0 0 0 0 0 0 
CS 変化 0 0 0 0 0 0 

政府支出変化 0 0 0 0 0 0 
TS 変化 0 0 0 0 0 0 

PSCT 変化 0 0 0 0 0 0 
政府純買入廃止             

PS 変化 -12 -11 -10 -10 -17 -16 
CS 変化 84 80 74 71 118 110 

政府支出変化 40 37 32 29 66 60 
TS 変化 32 32 32 31 35 34 

PSCT 変化 -19 -18 -16 -16 -27 -26 
米所得など補填直払廃止             

PS 変化 -806 -662 -858 -716 -664 -525 
CS 変化 -645 -794 -595 -743 -781 -924 

政府支出変化 -1,302 -1,302 -1,302 -1,302 -1,302 -1,301 
TS 変化 -149 -154 -151 -157 -144 -147 

PSCT 変化 -133 -11 -191 -73 23 149 
全ての政策廃止             

PS 変化 -857 -705 -905 -755 -728 -575 
CS 変化 -591 -749 -545 -701 -715 -871 

政府支出変化 -1,325 -1,325 -1,325 -1,325 -1,325 -1,325 
TS 変化 -123 -129 -125 -131 -118 -122 

PSCT 変化 -189 -60 -242 -118 -47 90 
資料：筆者作成 

      
注：単位は 10 億ウォンで, 「D」,「S」はそれぞれ需要と供給に対する価格弾力性である. 
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表 4-9 弾力性の変化による感度分析(2010 年) 

2010 年 
D:-0.3 

S:0.2 

D:-0.3 

S:0.3 

D:-0.35 

S:0.2 

D:-0.35 

S:0.3 

D:-0.2 

S:0.2 

D:-0.2 

S:0.3 

生産調整廃止             

PS 変化 0 0 0 0 0 0 
CS 変化 0 0 0 0 0 0 

政府支出変化 0 0 0 0 0 0 
TS 変化 0 0 0 0 0 0 

PSCT 変化 0 0 0 0 0 0 
政府純買入廃止             

PS 変化 -307 -295 -270 -261 -423 -402 
CS 変化 2,089 2,011 1,855 1,792 2,826 2,687 

政府支出変化 1,134 1,062 925 868 1,788 1,659 
TS 変化 649 654 660 664 616 626 

PSCT 変化 -317 -318 -279 -281 -436 -433 
米所得など補填直払廃止             

PS 変化 -927 -759 -988 -822 -762 -600 
CS 変化 -704 -863 -649 -808 -852 -1,005 

政府支出変化 -1,629 -1,617 -1,633 -1,622 -1,617 -1,605 
TS 変化 -2 -6 -3 -8 2 0 

PSCT 変化 -325 -180 -392 -251 -144 3 
全ての政策廃止             

PS 変化 -2,302 -1,915 -2,248 -1,895 -2,445 -1,966 
CS 変化 687 304 637 286 819 351 

政府支出変化 -2,287 -2,287 -2,287 -2,287 -2,287 -2,287 
TS 変化 672 676 676 678 662 672 

PSCT 変化 -1,816 -1,490 -1,758 -1,468 -1,969 -1,547 
資料：筆者作成 

      
注：単位は 10 億ウォンで, 「D」,「S」はそれぞれ需要と供給に対する価格弾力性である. 
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表 4-10 弾力性の変化による感度分析(2011 年) 

2011 年 
D:-0.3 

S:0.2 

D:-0.3 

S:0.3 

D:-0.35 

S:0.2 

D:-0.35 

S:0.3 

D:-0.2 

S:0.2 

D:-0.2 

S:0.3 

生産調整廃止             

PS 変化 -245 -210 -225 -196 -299 -247 
CS 変化 242 203 221 188 301 242 

政府支出変化 -11 -14 -12 -15 -6 -10 
TS 変化 8 7 9 7 7 6 

PSCT 変化 -179 -150 -157 -134 -240 -193 
政府純買入廃止             

PS 変化 1,855 1,525 1,671 1,399 2,375 1,861 
CS 変化 -1,984 -1,632 -1,797 -1,504 -2,515 -1,972 

政府支出変化 800 800 800 800 800 800 
TS 変化 -930 -908 -926 -906 -940 -912 

PSCT 変化 2,067 1,785 1,862 1,637 2,651 2,181 
米所得など補填直払廃止             

PS 変化 -372 -310 -394 -334 -311 -249 
CS 変化 -271 -340 -248 -315 -337 -405 

政府支出変化 -641 -647 -639 -645 -647 -652 
TS 変化 -2 -3 -2 -4 -1 -2 

PSCT 変化 200 250 175 223 268 322 
全ての政策廃止             

PS 変化 1,174 958 998 828 1,669 1,300 
CS 変化 -1,968 -1,738 -1,787 -1,605 -2,480 -2,090 

政府支出変化 151 151 151 151 151 151 
TS 変化 -945 -931 -939 -927 -962 -941 

PSCT 変化 2,055 1,870 1,855 1,714 2,621 2,283 
資料：筆者作成 

      
注：単位は 10 億ウォンで, 「D」,「S」はそれぞれ需要と供給に対する価格弾力性である. 
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4.4 まとめ 

 

本章は, 韓国の米政策において重要視されていた「米所得など補填直払」と「生産調

整」をはじめ, 新たに政府による純買入量を取り入れた部分均衡分析を用い, 2005 年か

ら 2011 年の「糧政改革」以降の米政策を定量的に評価することを目的とした. 

分析方法として従来の余剰分析と同時に, OECD の農業保護水準の指標である PSCT
の点からでも, 各政策の効果を評価し, 市場志向性の観点からでも政策の評価ができる

ことを試みた. 

分析の結果に基づいて全ての政策による効果を考察すると, 生産者の所得補填は確か

に達成できているものの, 諸政策による市場価格の引き上げによって市場志向性が損な

われていることも, 同時に確認される. 

「米所得など補填直払」の廃止は, 生産者余剰とPSCTの減少をもたらすことから, 反
対に「米所得など補填直払」政策によって, 生産者余剰が補填され, 同時に PSCT も増

加することがわかる. 三つの個別政策の中では, 「米所得など補填直払」による生産者

余剰の補填の程度が一番大きく, 同様に生産者余剰を増加させる「生産調整」と比較し

て, PSCT の増加の程度もより小さい. したがって, 個別政策の中では「米所得など補填

直払」が所得補填と市場志向性の観点から優れた効果的な政策であると考えられる. た
だし, 政策のために大規模の政府支出が必要であることが前提である. しかし,「米所得

など補填直払」によって市場価格も下落し, 消費者余剰の増加が伴うため, 総余剰の点

では,  むしろ 190 億ウォン増加する. 

「生産調整」の廃止が生産者余剰を減少させ, PSCT の減少をもたらすことから, 「生

産調整」によって, 生産者余剰が増大され, PSCT が増加することがいえる. 「生産調整」

によって生産者の所得補填はできるものの, それを上回る程度の消費者余剰の減少が発

生することも否定できない. それに, 「生産調整」によって市場価格が引き上げられる

が, それによって PSCT が増加し, 市場志向性が損なわれることも指摘できる. 

本章で分析の対象として, 新たに導入された「政府純買入」は, 「政府純買入」の廃

止が生産者余剰を増加させ, PSCT の減少をもたらすことから,「政府純買入」によって,
生産者余剰が減少し, PSCT が増加することが予測される. 「政府純買入」による効果は,
純買入の場合と純放出の際の効果が異なるため, 一概にはいえないが, 分析期間中には,
純放出による市場価格の下落の影響が多少強く, それに伴い, 生産者余剰が減少し, そ
の代わりに PSCT は減少すると考えられる. 
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すなわち, 放出による生産者への影響が大きいため, 政府が米価の管理のために, 放

出を行う際には, 生産者への影響を考慮した上での慎重な介入が必要であると考えられ

る. 
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4.5 付録：生産者受取価格の構造 

 

固定支払いで補填が不可能な場合には, 不足分を変動支払いで処理する. 

   ˆ( ) ( ) ( )t m f v t m f S t m mP P g g P P g P P P P             

補填額が固定支払い以下の場合には, 変動支払いは支給されない. 

  ˆ( ) 0t m f v S m fP P g g P P g          

 纏めると, 

 生産者受取価格 固定支払い 変動支払い 条件 

ケース 1 ˆ ( )S t m mP P P P    g f  ( )v t m fg P P g     (if )fg
m tP P    

ケース2 
 Ŝ m fP P g     g f   0vg     (if )fg

m tP P    

 

 ただし, P： 目標価格(80k あたり), g ：固定支払い((80k あたり), g ： 変動支払い((80k

あたり), G: 政府純買入量 , ϕ：補填割合( ( )t mP P  が政府によって補填される .),  

P ：市場価格,  P ：生産者受取価格, ( : ( )t m mP P P    又は: m fP g  ), P e ：生産者

受取価格の期待値. 

 

  



第５章 韓国の新たな米政策の効果 

 

 本章は, 下記の論文を元にして一部の内容を修正, また補完したものであるが, 学術雑誌

から使用承認が得られていないために, 全文公表ができない. 該当する内容は以下の雑誌

で出版されている. 

 金鍾仁(2013) 「韓国の新たな米政策導入の効果」『フードシステム研究』 Vol.20(3), 

pp245-250. 
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第6章 結論 
 

6.1 要約 

 

本研究では, 韓国の米政策において, 従来の「米所得など補填直払」や「生産調整」

以外にも, 政府米の買入と放出による政府の市場介入の効果まで考慮した部分均衡モデ

ルを用い, 2005 年の「糧政改革」以降を対象に, 余剰分析と OECD の農業保護水準の指

標である PSE(Producer Support Estimate)の分析を同時に実施した. PSE の指標を用

いる前に, 「為替レートのミスアライメント」による計測のバイアスの程度も確認し, 分
析の妥当性を高めるようにした. 

第 2 章では, 米産業を取り巻く状況について概観した. 米の生産量は傾向的に減少し

ているものの, ミニマム・アクセス米が, 毎年増加されることになっており, そのゆえに, 
需要の面でも, 一人当たりの米消費量の減少から, 自給できる水準を維持してきた. た
だし, 気候の急な変動による危険性は無視できないことであったため, それに備える準

備は必要であると考えられる. 

第 3 章では, PSE 指標の問題点として挙げられる「為替レートのミスアライメント」

による計測のバイアスの程度を確認した. 為替制度に変化が生じた 1997 年を境に前後

を比較すると, 為替レートミスアライメントの程度は改善されつつあり, 韓国農業政策

の評価での PSE 指標の妥当性が実証的にも裏付けられたと考えられる. 

第 4 章では, 米政策の評価において, 従来の「米所得など補填直払」と「生産調整」

をはじめ, 「政府純買入」の効果まで取り入れた部分均衡モデルを用い, 2005年から2011
年の米政策評価を実施した. 政府米の買入と放出による政府の市場介入の効果まで考慮

した適切な政策評価モデルを構築し, 政策全体と個別の政策に対しての効果を計測した.  
同時に, PSE の指標をもって, 政策ごとの市場志向性を評価した.  

分析を通して,「糧政改革」以降の重要な米政策によって, 生産者の所得補填は達成で

きているものの, 重要な諸政策による市場価格の引き上げとそれに伴う増産の効果のた

め市場志向性が損なわれていることが示された. 

三つの個別政策の中では, 「米所得など補填直払い」が所得補填と市場志向性の観点

からでももっとも優れた政策として機能していることが明らかになった.「生産調整」に

よっては, 生産者の所得補填がされているものの, それを上回る水準の消費者余剰の減

少が発生し, 市場価格の引き上げによる市場志向性の低下も確認された.「政府純買入」
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による効果は, 純買入の場合と純放出の場合が異なるが, 分析期間中には, 純放出によ

る市場価格の下落の影響がより大きく, 生産者余剰の減少の原因になっている. 

第 5 章は, 第 4 章で構築した米政策モデルに基づいて, 2013 年に予定されている「米

所得など補填直払」の改正と「生産調整」の廃止などに対しての政策評価を行った. 加
えて, 他の重要な政策変数である変動支払いの「補填割合」と「政府純買入」が変更さ

れた場合の影響も分析した. 

市場価格が低い場合は, 目標価格や変動支払いの補填割合を引き上げることで, 生産

者余剰と消費者余剰を同時に増加される. その一方, 政府支出と PSCT の増加が発生す

るため, 政策の活用に限界があることが示された. ところで, 固定支払い単価の引き上

げは, 両方の場合において, 社会余剰と PSCT の点で効率的であったため, 有効な政策

手段であることが改めて示された.「生産調整」は, 生産者の所得向上に寄与しているも

のの, それに相当する消費者の犠牲といったコストが存在することも確認された. 政府

の買入れや放出をとおした介入は, 他の政策と比較して大きい影響を及ぼすことも明ら

かになった. 

 

6.2 政策的合意 

本研究から得られる政策的合意は以下のようである. 

第一に, 政府が米市場に, 買入や放出を通して介入する際の慎重な姿勢の重要性であ

る. 第 4 章と第 5 章で分析されているように, 政府の買入や放出を通した直接的な介入

は, 他の政策と比べて, もっとも大きい影響を及ぼすと考えられる. 特に, 政府の放出

による所得の減少が深刻である. 米のような農産物は, 需要と供給の価格弾力性が非弾

力的であるため, 市場価格の変動による生産者と消費者への影響は, 工業製品などに比

較して大きい. それゆえに, 市場価格の激しい変動による市場へのショックを緩和する

ための, 政府による介入の必要性は否定できない. しかし, 他の政策手段と比べ, 明示

的な基準がない下での政府の任意的な介入は, 米市場の効率的な資源配分を妨げる懸念

がある. したがって, より明示的で予測できる方針の下での市場介入が求められる. 

第二に, 「米所得など補填直払」制度の拡大と改正の必要性である. 重要な米政策の

中では, 「米所得など補填直払」が所得補填と総余剰の点でも, もっとも効果的であり, 
市場志向性の観点からでも優れた政策として機能していることが明らかになった(第 4
章). それゆえ, 「米所得など補填直払」のさらなる拡大が求められる. その際には, 目標

価格や変動支払いの補填割合の引き上げが政府支出の増大とPSCTの増加などの問題点

があるため(第 5 章), 社会余剰の全般と PSCT の点でより効率的である「固定支払い」

が占める比重をさらに拡大する方向に改正する必要がある. 
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6.3 今後の課題 

本研究の基本になる米の生産構造に関して, 生産者は,「固定支払い」を含む「生産者

受取価格」の期待値に基づいて生産を行うと仮定し, 分析を進めた. しかし, 「固定支払

い」の制度自体は, 生産とは関係なく支給される補助金である. むろん, Park et al. 
(2010)は, 固定支払いの生産中立的な属性が未だに幅広く認識されていないことを指摘

した. それに, 「固定支払い」の受領のためには「農地の形態や機能の維持」が条件と

なっており, この条件も現実的には, 生産者にとって, 生産を刺激する効果を及ぼして

いると考えられる. すなわち, 韓国の文脈で「固定支払い」の属性に関してはさらなる

議論と研究が必要であり, それによって生産構造に関するより正確な理解が得られると

考えられる. 

分析の技術的な点では, データ入手の制約のため「政府米の保管の経費」に関しては

考慮されていないところから, 政府支出が過小評価されている懸念に対しては否定でき

ないところがある. その情報が整えた上で評価がより現実に近いと考えられる.  
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